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1. 高炉を用いた水素還元技術の開発

① 所内水素を活用した水素還元技術等の開発
② 外部水素や高炉排ガスに含まれるCO₂を活用した低炭素技術等の開発

２. 水素だけで低品位の鉄鉱石を還元する直接水素還元技術の開発

②直接還元鉄を活用した電炉の不純物除去技術開発

経済産業省 産業構造審議会
グリーンイノベーションプロジェクト部会
エネルギー構造転換分野WG

２０２３年９月１5日

実施者名：株式会社 神戸製鋼所

代表者 ：代表取締役社長 山口 貢

ＧＩ基金事業の取組状況について

実施プロジェクト名：「製鉄プロセスにおける水素活用」プロジェクト
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ＫＯＢＥＬＣＯグル－プの中期経営計画

KOBELCOグループ中期経営計画の最重要課題

安定収益基盤の確立

カーボンニュートラルへの挑戦

今中期中に成果を出し切る

長期的視野で布石を打つ
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ＫＯＢＥＬＣＯグル－プの目指すべき将来像

2050年 カーボンニュートラルへ
• カーボンニュートラルへ挑戦し、達成を目指します。

• カーボンニュートラルへの移行の中で企業価値の向上を目指します。

機会
（プラス要因）

リスク
（マイナス要因）

• CO2排出削減貢献
メニューを多数保有

• 多様な事業と技術の融合

強み：Strengths

• CO2排出削減貢献
メニューの需要増加

機会：Opportunity

• CO2排出削減貢献メニューの
技術開発、事業化推進

（MIDREXプロセス、
自動車軽量化・電動化に寄与
する部品、水素、バイオマス等）

機会の最大化

• CO2排出量が多い高炉、
石炭火力発電を保有

弱み：Weakness

• 当社排出CO2に対する
削減対策コストの増加

• 投資家等のダイベスト
メントの動き

脅威：Threat

• 2050年CNに向けた
ロードマップの開示

• ロードマップに基づく
中長期的な技術開発推進

リスクの最小化

内部環境 外部環境 当社アクション
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KOBELCOグループのカーボンニュートラルに向けた取り組み

グループの総合力で製品・技術に加えて、ソリューション提供にも取り組んでいます。

カーボンニュートラルに貢献する

・製品・技術の提供
・ソリューションの提供

機械製品 素材プラント
利活用
技術

エンジ
ニアリング

機械

部品

機械系事業 素材系事業

環境関連技術に対する
相互活用や
共同取り組み

CO2削減貢献製品 CO2削減貢献製品

生産プロセスのCO2削減環境関連技術の強化

溶接素形材
鉄鋼
アルミ

2030年目標 2050年ビジョン

生産プロセスにおける

CO2削減
30～40%
（2013年度比）

カーボンニュートラルへ
挑戦し、達成を目指す

技術・製品・サービスによる

CO2排出削減貢献
（※1）

6,100万t
（うちMIDREX®4,500万t以上）

1億t以上

【2050年ビジョン】 カーボンニュートラルへの挑戦

（※1） 当社グループ独自の技術・製品・サービスを通じて社会の様々な分野でCO2排出削減に貢献

建設機械
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カーボンニュートラルへの挑戦

製鉄プロセス カーボンニュートラルに向けたロードマップ

• MIDREX®による鉄源（HBI他）を活用し、既存の高炉を活かしたCO2削減、大型電炉での高級鋼製造の 複線アプローチを推進
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低CO₂鋼材のお客様ニーズ拡大 脱炭素鋼材ニーズ拡大

CCUS/安価・大量なゼロエミ水素技術の確立・商用化

開発・実証・実用化

当社主体の活動

複線
アプローチ

CO₂削減2030年目標 CO₂削減2050年ビジョン

高炉での
CO₂削減

省エネ技術の追求、スクラップ活用拡大

30～40%削減
(2013年比）

カーボンニュートラル
への挑戦

低CO₂高炉鋼材商品化、普及に向けた技術改良

大型電炉
での高級鋼
製造

MIDREX NGTMプロセス活用、MIDREX H₂ TM

(天然ガスベース直接還元) (100%水素直接還元)

COURSE50、SuperCOURSE50

CCUS/水素技術の実用化

大型電炉における高級鋼製造

実用化

政策・外部環境の変化

社会的な技術革新

2030 2050

HBI装入技術・AI操炉技術
実用化実証完了

2020

ベース技術
(高炉・電炉共通)

MIDREX🄬

プロセスによる
鉄源の活用

CO₂削減
△約20%を
実証済み

GI基金

GI基金
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製鉄プロセスのカーボンニュートラルへの取組み

当社独自の技術開発 GI基金※2

高炉

転炉

電炉

MIDREX NGTM

電力

鉄スクラップ

CO2

CO2

技術開発① 100%水素直接還元への移行

技術開発② 高炉へのHBI多量装入の実現

コークス
焼結鉱

現状の鉄源

天然ガスを水素に0～100%置き換える(MIDREX FlexTM)

または、全量水素利用とする(MIDREX H2
TM)ことで、

さらなるCO2排出量低減を実現

技術開発④ 大型電炉での高級鋼製造

電炉にてＨＢＩを多量かつ高効率に装入することで、
高級鋼製造を実現(自社小型商用炉で’23.1～実証試験中)

※1：CCUS（Carbon Capture, Utilization and Storage）
※2：日本製鉄㈱、ＪＦＥスチール㈱、㈱神戸製鋼所、一般財団法人金属系材料開発センターの4社で

コンソーシアムを結成し、「製鉄プロセスにおける水素活用プロジェクト」に取り組む

ペレット鉱

HBI：直接還元鉄

◼ 技術開発①：MIDREX®プロセスによる鉄源は、天然ガスを水素に置き換え還元する技術に移行予定
◼ 技術開発②：当社MIDREX®によるHBI製造技術と高炉でのHBI装入技術を組み合わせ、CO2削減を計画
◼ 技術開発③：GI基金に参画し、高炉でのバイオマス吹込み技術の開発により、更なるCO2削減を計画
◼ 技術開発④：GI基金に参画し、電炉でのHBI多量溶解による高級鋼製造技術開発を実施

現状の高炉原料

CCUS※1

廃棄物系バイオマスに半炭化処理を施し、石炭置換可能な
性状とし羽口から多量に吹込み、CO2削減量を最大化

バイオマス吹込み

半炭化

技術開発③ 高炉へのバイオマス吹込み技術
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推進体制

代表取締役社長
山口 貢

サステナビリティ推進委員会
（委員長：代表取締役副社長執行役員永良哉）

CO₂削減推進部会

取締役会

監督

事業ポートフォリオ管理委員会
（委員長：代表取締役副社長執行役員勝川四志彦）

＜補佐機関（各種委員会）＞

経営審議会

本社部門
※全社品質統括責任者
（CSO：最高標準化責任者）

取締役執行役員
坂本 浩一

• 経営企画部
• 事業開発部
• 安全環境部
• 品質統括部

技術開発本部
• 機械研究所
• 材料研究所

• プロセス技術センター
• デジタルイノベーション
技術センター

• 企画管理部
• 技術企画部
• 原料部

• 薄板ユニット
• 線材条鋼ユニット
• 厚板ユニット
• アルミ板ユニット

• 技術開発センター
• 加古川製鉄所
• 神戸線条工場
• 真岡製造所

事業戦略部

CN推進責任者：執行役員 木本 和彦

加鉄カーボンニュートラル
タスクフォース

• GX－グリーンスチール標準化
• 高炉HBI
• 電炉検討
• CN技術開発

鉄鋼アルミ事業部門

（事業部門長：副社長執行役員 水口 誠）

委員会へ答申
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・社長直轄の経営審議会の補佐機関として、以下の委員会を組織し運営。

「サステナビリティ推進委員会」 ： ESG課題について全社横断的に議論

「事業ポ－トフォリオ管理委員会」 ： 全社事業ポートフォリオ戦略・
事業ユニットのモニタリング

・鉄鋼事業におけるカーボンニュートラルに関する取り組みは、

事業戦略部にて両委員会に設置したプロジェクトチームを中心に推進。
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GI基金への参画内容

当社参画テーマ

・水素還元高炉については、バイオマス吹込み技術、羽口燃焼解析、全体プロセス評価を担当し、開発を推進中。

・電炉については、自社小型商用炉(高砂20ｔ炉)にて評価し、還元鉄の溶解技術開発として23年１月度より試験を開始した。

全体プロセス評価

空気

BOF

CCUS

羽口燃焼解析

水素直接吹き込み

水素還元高炉法 水素直接還元法＋電炉法

メタン(CH4)

コークス

水素

BOF

メタネーション

水素間接吹き込み

(メタネ－ション)

羽口燃焼解析
直接還元鉄

加熱

脱水

発電
（CN電気）

大型電炉

高品質
ペレット

水素

直接還元炉

CCUS

コークス

DRI

水素

酸素

酸素

酸素バイオマス

P11



1. KOBELCOグループの
カーボンニュートラルに向けた取り組み

2. 推進体制

3. GI基金への参画内容

4．社会実装に向けた取り組み

P12



12

2023 Kobe Steel, Ltd. all rights reserved

社会実装に向けた取り組み 「グリーンスチールを取り巻く世界および国内の動向」

2030年に55%以上削減、2050年カーボンニュートラル

• 政府の補助金を糧に急速に電炉（現状5割）へシフト
• EU域外の鋼材を市場から排除する動き（EU-ETS,CBAM）
EU-CBAM ’23.10～移行期間開始、’26～本格適用開始

• 低CO2鋼材発売（Xcarｂ 、bluemint 他）を公表

動向：急速に電炉化を進め, 欧州が優位となる独自ルールを制定準備

2030年に46%以上削減、
2050年カーボンニュートラル

・2050年カーボンニュ－トラルに向けて
共同開発を開始(GI基金)。
開発費を増額し、社会実装を前倒し

・ＧＸ推進法が設立。ＧＸ経済移行債の発行と

成長志向型カーボンプライシングの導入により

脱炭素社会へ加速

・高炉３社がマスバランス方式を適用した

低CO2鋼材を発表

神戸製鋼所； Kobenable® Steel

（2022年5月）

日本製鉄 ； NSCarbolex Neutral®

（2022年12月）

ＪＦＥ ； JGreeX TM

（2023年5月）

■海外 ■国内

欧州

米国

2030年に50~52%以上削減、2050年カーボンニュートラル

• 電炉中心（現状7割）で、政府補助金を受け更に電炉新設
• インフレ抑制法(IRA)にて、エネルギ－安全保障や気候変動対策を推進
• 電炉を活用した低CO₂鋼材発売（ベルデＸ、Econiq）を公表

中国

2030年までにCO₂排出量をピークアウト、
2060年にカーボンニュートラル

• 高炉中心(現状9割)で、粗鋼規模のピ－クアウトを表明
• 鉄鋼関係EPDプラットフォームを作成。各国とのEPD相互認証を進める

• 宝武鋼鉄集団は、2035年30%削減、2050年ＣＮを宣言

TM Ⓡ

※EU-CBAM（炭素国境調整措置）：EU域内への輸入品について、
製品単位当たりの炭素排出量に基づき証書の購入を輸入者に課す制度

※EPDプラットフォーム：製品のＥＰＤ（環境製品宣言）ラベルを作成し、公開する仕組み
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社会実装に向けた取り組み 「多様なグリーンスチール・定義統一の取組み」

・GSに関する国際的な定義がない。
・世界で公表されている鉄鋼メーカーのGSは、独自のルールで
適用され多様化しており、規格の統一が必要。

マスバランス
方式

ポスコ社 「グリニット」

ティッセンクルップ社 「bluemint」

アルセロールミッタル社 「XCarb」

神戸製鋼所社 「Kobenable Steel」

日本製鉄社 「NSCarbolex Neutral」

JFEスチール社 「JGreeX」

再エネ証書 ニューコア社 「Econiq」

スクラップ使用率 USスチール社 「ベルデＸ」

ゼロカーボン
SSAB社 「HYBRIT」

H2GS社

■多様なグリーンスチール ■GSの定義統一に向けた取組み

・マスバランス方式を適用したGSのルールメ－キング

・グローバルスタンダード作成に向けて

・GSの販売方法として、鉄鋼連盟にて「マスバランス方式を適用したGSの

CO₂排出原単位の算定方法に関するガイドライン」を発行。

・マスバランス方式については、ISO規格化を推進中(TC308)。この規格に、

鉄鋼製品のマスバランス方式を導入すべく、国内審議委員会にて議論していく。

・日本鉄鋼連盟では「GSの定義」を進める中で、国別鉄鋼業CO₂

排出量の現状把握が必要であり、「データコレクション」と「具体的な運用」を提案。

・G7 (議長国:日本、札幌市）気候・エネルギ－・環境大臣会合の結果、

鉄鋼業界における排出量のデータ取集に関して、世界共通の手法を創設

することに合意。（グロ－バルデ－タ収集フレ－ムワ－ク）

５つのデータコレクション統一に向けた検討が行われることとなった。

①製鉄所別排出量（ISO14404）、②製品別排出量（ISO20915）

などの規格統一化に取り組む。

脱炭素化の評価 各社で発行しているブランド

（グリ－ンスチ－ル：以下、GSと表記）
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社会実装に向けた取り組み 「この１年間のKobenable Steel販売状況」

国内初の低CO2高炉鋼材
「Kobenable Steel」

2022年5月から販売開始

様々な事業分野のお客様から高い関心
グリーンスチールの認知度向上に貢献

2022年12月

2022年12月 2023年3月

自動車 自動車

建設 造船

トヨタ自動車様

IHI、三菱地所、鹿島建設様

日産自動車様

今治造船様

競技車両「水素エンジンカローラ」の
サスペンションメンバーに初採用 日産自動車様の生産する量産車

（新型セレナ）に順次適用

「（仮称）豊洲4-2街区再開発計画B棟
（東京都江東区豊洲）」新築工事に採用

今治造船様が建造する18万t級バルク
キャリアに採用

Kobenable Premier Kobenable Premier

Kobenable Premier Kobenable Premier

◼ 当社は低CO2高炉鋼材を国内で初めて販売し、GS市場の創出・拡大に向け、率先して取り組んできた。

鋼材種類 当社が販売する線材・条鋼、厚板、薄板

対象顧客 自動車、建設、造船、公共土木・橋梁

目標数量 2030年 約100万t/年 販売

競技車両「GR86」のエンジン部品
締結ボルトにも採用（2023年7月）

2022年６月
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・当社はGSの普及に向け、以下の活動を積極的に推進する。

【Phase1】 2022～23年
・GSの市場投入
・GSの標準化（今後も継続）

社会実装に向けた取り組み 「GS普及に向けた取組み」

【Phase2】 2024～25年
GS普及に向けた支援制度の構築

【Phase4】 2031年~
・GS普及
・資源自律経済の成長

投資回収

【Phase2以降】■GS普及に向けた取り組み

24年までに鋼材生産体制変革のためのCAPEX支援

当社
① 自社ブランドのGS環境価値訴求・市場創出活動
Kobenable Steel紹介映像 https://www.youtube.com/watch?v=xOdIGPFycFs

業界・政府
との取組み

② マスバランス方式を適用したGSの国際規格化

政府との
取組み

③ GX投資の回収予見性を高めることが可能な

政策支援 →CAPEX、OＰＥＸ実装支援

④ GS普及に向けた支援制度の構築

→GS購入者へのインセンティブ検討など

⑤ GS市場規模拡大に向けた法規制の整備など

GS市場創出・拡大に向けて、需要側が受け入れる社会を作っていく

【Phase1】■GSの市場投入・標準化の取組み

■GSの標準化

業界との
取組み

① 鉄鋼連盟・高炉３社でGSに必要なマスバランス方式

の適用に関わるガイドラインを策定。

② 国際標準化に向けて、ＩＳＯ規格を開発中。

■GSの市場投入

Kobenable
Steel

マスバランス方式によるGSを自動車、建設、造船、

公共土木、橋梁など、様々な事業分野に提供・販売。

■市場の評価：GSへの関心は高いが、コスト負担は消極的

① SCOPE3の削減ではなく、CO2削減に取り組む企業としての

イメージ向上を目的として採用するケースが多い。

② 環境価値の自社負担については慎重な動き。価格交渉は難航。

【Phase3】 2026～30年
GS市場規模拡大に向けた
法規制の整備

市場成熟までのOPEX支援

2030年当社CO2削減目標
30～40％（2013年度比）
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2022年度のモニタリングWGでのご意見

ご意見 対応状況

欧米を起点に、グリーンスチールの定義や、早期市場創出等
に関する国際的な議論・ルールメイキングが加速していくこ
とが予想される中、受け身にならず、積極的にリーダーシッ
プをとっていくこと。

プレゼン資料P.14に示す通り、グリーンスチールの定義統一に向けて国内でのルールメ
イキングとグローバルスタンダード作成に向けた取組みを鉄鋼連盟・業界一体となり進
めているところです。プレゼン資料P.16に示す通り、グリーンスチールを普及させる方策
として、標準化やルールづくりは個社では限界があり、業界および官民一体となって取り
組ませて頂きたいと考えています。

概ね2040年頃の社会実装が想定されているが、一部の海
外勢が自動車メーカー等の需要家と一体となってグリーン
スチール納入に向けて動き始めるなど、先行的な社会実装
を試みる動きもある中、研究開発の初期段階から市場投入・
標準化を具体的に意識した戦略を構築すること。

プレゼン資料P15に示す通り、当社は低CO2高炉鋼材を国内で初めて販売し、グリーン
スチール市場の創出・拡大に向け、率先して取り組んできました。プレゼン資料P.16に示
す通り、グリーンスチールを普及させる方策として、標準化やルールづくりは個社では限
界があり、業界および官民一体となって取り組ませて頂きたいと考えています。

海外競合の戦略・動向や、水素・電力コストの境界条件を踏
まえつつ、いつ頃、何を契機にターゲット市場や自社の強み
を見極めていくか、判断基準を明確にすること。
併せて、プロジェクト推進のボトルネックになり得る水素、電
力、CCUS等の要素について、他プロジェクトの取組を含め
た周辺技術等との連携も含め、能動的な検討・働きかけを行
うことが必要である。

水素・CCUSに関して、当社の複線アプローチにおいて、安価水素が多量に必要となるの
は2050年に向けてですが、兵庫県の播磨港臨海地域カーボンニュートラルポート協議
会、神戸港カーボンニュートラルポート協議会に参加し、水素調達・サプライチェーン構築
の議論に参加しています。
また、JH2A（水素バリューチェーン推進協議会）では理事会員であり、積極的にサプライ
チェーン構築の検討に参加し、議論を進めています。
電力事業に関しては、日本政府のエネルギー政策をベースとしてシナリオ分析を実施し､
外部環境の変化も踏まえ、事業を推進していきます。

中長期的なプロジェクト推進やその成果活用を見据えて、若
手人材の採用・育成に取り組むとともに、 技術動向や市場
動向の変化に対応できるよう、グローバル展開を見据えた
体制整備に繋げること。

若手人材の採用・教育においては、業界全体の魅力向上をテーマに将来を見据えた活動
を展開していきます。当社では、「あしたにいいこと、KOBELCOと。」を合言葉にCO2削
減の取組みをCMやWEBサイト等で宣伝し、また企業・大学での共同研究推進により、採
用・教育の活性化に繋げていきます。

■実施企業 共通
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2022年度のモニタリングWGでのご意見

ご意見 対応状況

既に販売を開始している低CO2高炉鋼材に対する市場
の評価や需要の見通し、前提となっているマスバランス
方式の欧州等での受容性を効果的に反映いただき、優
位な市場形成を進めていただきたい。

プレゼン資料P.14に示す通り、マスバランス方式を適用したグリーンスチールのルールメイ
キングに向けて、ガイドラインの策定とグローバルスタンダード作成に向けた取組みを鉄鋼
連盟・業界一体となり進めているところです。

鋼材のターゲット市場によっては、技術面で追随される
とコストで負けることになり得るため、製品段階も見据
えながら海外勢に対して優位に立つための標準活用を
検討いただきたい。

プレゼン資料P.14に示す通り、鉄鋼連盟と高炉３社でガイドラインを策定しつつ、国際標準
化に向けてIＳＯ規格を開発中です。
グリーンスチールの標準化に向けた取組みを進めつつ、業界と共に環境価値の訴求と市場
創出活動を推進していきます。

水素、電力、バイオマスの価格等の変動要素や市場動向、
事業規模拡大に向けたファイナンスの進め方等も加味し
つつ、高炉と電炉による鋼材生産をどのような比重にし
ていくのか、複数のシナリオを描きつつ経営判断に繋げ
ていただきたい。

高炉と電炉による鋼材生産の比重については、経済合理性の観点から判断していくことが
基本となりますが、技術開発の進捗状況と、グリーンスチール普及に向けた支援制度・標準
化の取組み状況などが重要な要素となります。
総合的に勘案し、複線的に変革の時期や設備構成を判断していきます。

技術、事業、環境面含んだ多面的な課題を、事業ポート
フォリオ管理委員会、サステナビリティ推進委員会、鉄鋼
アルミ事業部門内の事業戦略部がどのように横断的に
扱うのか、示してもらいたい。

プレゼン資料P.9に示す通り、当社の重要経営課題は、取締役会の監督のもと、経営審議会
にて意思決定・議論を行います。事業ポートフォリオ管理委員会、サステナビリティ推進委員
会は経営審議会の補佐機関として、それぞれ全社事業戦略に基づく事業活動のモニタリン
グ、ESG課題について全社横断的な議論を行う機能を持ちます。鉄鋼アルミ事業部門の事
業戦略部では、経営審議会や両委員会で定めた方針に基づき、事業部門内での具体的議
論・検討推進を担っています。

■神戸製鋼所
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